








【要約】追跡調査システムを今後確立する自治体に参考資料を提供する目的で、17 名の

班員が所属する 20 自治体における追跡調査システムを調査、検討した。

マススクリ一ニング委員会の存在は 50%であった。情報収集の最初の段階である、要精査

者の受診確認の通知がシステム化されているのは 20%と少なかった。精査結果をケース毎

に検査機関へ手紙で返信するシステムは 50%で実施されていた。検査機関、委員会、行政

担当部や保健所、精査機関、のいづれかあるいは複数が、患者情報を充分に把握している

と思われたのは約 70%自治体であった。情報収集や予後調査において、患者のプライバシ

ーを問題にする回答もある反面、小児慢性疾患制度を利用する所もあった。結論:患者情

報収集システムの確立を推進、提言するような指導が必要である。患者情報収集の主体を

各自治体で明確にする必要がある。要精査者の受診医療機関は少なくとも把握する必要が

ある。精査結果情報や予後調査に対しての患者のプライバシーの問題を解決する必要があ

る。


